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れ
ほ
ど
高
額
で
な
け
れ
ば
、
暦
年
贈
与
（
年
間

１
１
０
万
円
の
非
課
税
枠
で
贈
与
す
る
）
で
株

式
を
贈
与
す
る
こ
と
を
検
討
し
て
み
ま
し
ょ
う
。

時
間
が
か
か
る
場
合
も
あ
り
ま
す
が
、
無
税
で

後
継
者
に
株
式
を
移
転
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

Ｑ　
ど
の
よ
う
な
場
合
に
適
用
を
検
討
す
る
必

要
が
あ
り
ま
す
か
？

Ａ　
株
価
が
高
額
な
場
合
や
、
先
代
の
経
営
者

が
高
齢
で
あ
る
場
合
は
、
適
用
を
検
討
す
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。
い
ず
れ
か
判
断
が
付
か
な
い

場
合
は
一
旦
「
特
例
承
継
計
画
書
」
を
提
出
し

て
お
き
ま
し
ょ
う
。

Ｑ　
適
用
を
受
け
る
上
で
の
必
要
書
類
と
期
限

を
教
え
て
く
だ
さ
い
。

Ａ　
２
０
２
４
年
３
月
31
日
ま
で
に
「
特
例
承

継
計
画
書
」
の
提
出
が
必
要
と
な
り
ま
す
。
提

出
し
て
も
、
特
例
措
置
を
利
用
し
な
い
こ
と
で

ペ
ナ
ル
テ
ィ
ー
を
受
け
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

【
回
答
】
当
所
窓
口
専
門
家

誌上相談室 Q＆A　中小企業の非上場株式が高く評価され、後
継者の相続税・贈与税負担が高くなることが、
事業承継のネックとなっていました。これを解
消するために、2018年度の税制改正で事業承
継税制の抜本的拡充（特例措置の創設）が実
現され、その申請期限を2024年3月に迎える
こととなります。この制度を正しく理解し、利
用することが事業承継の鍵となります。
　今回は、「特例事業承継税制」についての概
要や、ポイントについて解説します。

　
米
田
　
正
美
氏

【テーマ】
事前申請の期限は２０２４年３月まで！
「特例事業承継税制」
適用におけるポイントとは？

Ｑ　

特
例
事
業
承
継
税
制
に
つ
い
て
教
え
て
く

だ
さ
い
。

Ａ　
本
制
度
の
概
要
は
次
の
表
の
通
り
で
す
。

Ｑ　
特
例
事
業
承
継
税
制
の
メ
リ
ッ
ト
と
デ
メ

リ
ッ
ト
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い
。

Ａ　
メ
リ
ッ
ト
は
、
株
式
に
対
す
る
贈
与
税
や

相
続
税
の
猶
予
、
免
除
が
受
け
ら
れ
る
こ
と
で

す
。
一
方
、デ
メ
リ
ッ
ト
は
、手
続
き
が
複
雑
で
、

か
つ
、
長
期
に
わ
た
り
要
件
の
順
守
と
報
告
義

務
が
課
さ
れ
る
上
、
報
告
漏
れ
が
あ
っ
た
り
、

要
件
を
満
た
さ
な
く
な
っ
た
り
す
る
と
、
猶
予

さ
れ
て
い
る
税
額
を
一
括
、
も
し
く
は
一
部
納

付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
リ
ス
ク
が
あ

る
こ
と
で
す
。

Ｑ　
適
用
を
受
け
る
前
に
検
討
す
べ
き
こ
と
は

　
　
何
で
す
か
？

Ａ　

先
代
の
経
営
者
が
健
在
で
、
株
価
が
そ

税
理
士

図１．特例事業承継税制の概要

Ｑ　
「
特
例
承
継
計
画
書
」
の
提
出
が
な
い
事
業

承
継
は
ど
の
よ
う
な
扱
い
に
な
り
ま
す
か
？

Ａ　
「
特
例
承
継
計
画
書
」
の
提
出
が
な
け
れ

ば
、
贈
与
時
、
相
続
時
に
キ
ャ
ッ
シ
ュ
ア
ウ
ト

を
伴
う
「
一
般
措
置
」
と
な
り
ま
す
。

Ｑ　
適
用
対
象
を
教
え
て
く
だ
さ
い
。

Ａ　
２
０
１
８
年
１
月
１
日
か
ら
２
０
２
７
年

12
月
31
日
ま
で
の
10
年
間
に
発
生
し
た
株
式
の

贈
与
お
よ
び
相
続
が
事
業
承
継
税
制
の
対
象
と

な
り
ま
す
。

Ｑ　
親
族
内
承
継
の
場
合
の
注
意
点
を
教
え
て

　
　
く
だ
さ
い
。

Ａ　
経
営
者
の
死
後
、
株
式
が
後
継
者
に
相
続

さ
れ
る
な
ど
、
親
族
内
に
お
け
る
遺
産
の
配
分

に
偏
り
が
生
じ
た
場
合
、
親
族
内
で
相
続
争
い

に
発
展
す
る
こ
と
も
あ
り
ま
す
。

　
事
業
承
継
は
、
税
制
上
の
問
題
だ
け
で
は
な

く
、
い
ろ
い
ろ
な
手
続
き
や
準
備
が
必
要
と
な

り
ま
す
の
で
、
顧
問
税
理
士
等
の
専
門
家
へ
相

談
し
な
が
ら
対
応
を
進
め
て
い
く
こ
と
を
お
勧

め
し
ま
す
。

　
ま
た
、
現
在
、
日
本
商
工
会
議
所
で
は
本
制

度
の
延
長
・
恒
久
化
を
要
請
し
て
い
ま
す
。
今

後
、
本
制
度
が
改
正
さ
れ
る
可
能
性
も
あ
る
た

め
、
注
意
が
必
要
で
す
。
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事前の計画策定
等

特例承継計画書の提出
（2018年4月1日から2024年3月31日まで）

適用期限 10年以内の贈与・相続等
（2018年1月1日から2027年12月31日まで）

対象株式 全株式
納税猶予割合 100％
承継パターン 複数の株主から最大3人の後継者

雇用確保要件
弾力化
雇用維持要件は実質撤廃され、雇用5年平均
80％を下回る場合でも猶予税額は納税不要

事業の継続が困
難な事由が生じ
た場合の免除

あり
株式売却、廃業時点の株価で税額を再計算
し、承継時との差額を免除

2018年
1月

2023年
3月

2024年
3月

2027年
12月

2024年4月以降の事
業承継（事前申請なし
の場合）には「特例措
置」を使えず、「一般措
置」を使うことになる。

①事前申請
（特例承継計画）
の提出

②実際の事業承継（相続・贈与等）の実施

税制改正で延長

5年間

10年間

1年延長

図2．事業承継税制（特例措置）のスケジュール

㈲
米
田
会
計
事
務
所
（
青
葉
区
錦
町
）

中
小
企
業
診
断
士
・


